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１－１ 集計結果 

１－１－１ 社会福祉法人調査 

（１）調査の対象と方法 

① 調査対象 

○社会福祉法人 ： 13,420 法人 （うち、都道府県・市町村社会福祉協議会 1,867 法人） 

独立行政法人福祉医療機構が運用する社会福祉法人財務諸表等電子開示システムに掲載されて

いるデータを活用し、調査対象法人（※）を抽出した。 

※保育所・認定こども園および関連事業の人員配置基準への社会福祉士の位置づけはなく、本調

査の対象になじまないものと考え、同事業のみを実施する法人は、本調査の対象外とした。 

※上記システムにおいて運営状況が「休止中」とされていた法人を本調査の対象外とした。 

 

② 調査方法 

web アンケートシステムにより作成した調査フォームの URL を郵送文書および電子メールにより調査対象

の社会福祉法人に周知し、web 調査フォームに回答の入力を求める方法により実施した。具体的な方法は、

下表のとおり。 

開始時の依頼 

2023 年 

9 月 5 日 

社会福祉法人全国社会福祉協議会の協力を得て、同会のメールニュース「地域福祉・ボラ

ンティア情報ネットワークメールニュース(社協版) / 2023(令和 5)年度／第 22 号(通算 967

号)」 2023.9.5」により、すべての都道府県・市区町村社会福祉協議会に web 調査フォー

ムの URL を周知し、調査への協力を依頼した。 

9 月 6 日 社会福祉法人全国社会福祉協議会・全国社会福祉法人経営者協議会の協力を得て、同

会のメールニュース「経営協情報 №21」により、同会の会員法人（約 7,700法人）にweb調

査フォームの URL を周知し、調査への協力を依頼した。 

9 月 7 日 上記①で抽出した 13,420 法人に対し、web 調査フォームの URL を記載した調査協力依頼

文書を郵送し（ゆうメール）、調査への協力を依頼した。 

 

（２）調査項目 

Q.1  法人の種別 

Q.2  2023 年度（令和 5 年度）法人単位資金収支計算書の「事業活動収入計」（当年度予算）の金額 

Q.3  雇用者数 

Q.4  法人本部所在都道府県 

Q.5  採用活動での応募要件における社会福祉士の位置づけ 

Q.6  2022 年度・2023 年度の社会福祉士所持者、社会福祉士国家試験受験資格所持者（国家試験不合

格者）の採用実績 

Q.7  社会福祉士の雇用状況（2023 年 4 月 1 日現在） 

Q.8  採用・配置している社会福祉士に期待すること 

国家資格取得支援調査 １ 
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Q.9  職員の社会福祉士取得に対する法人としての意向 

Q.10  社会福祉士資格取得に向けた支援の取り組み状況 

Q.11  社会福祉士所持者に対する資格手当 

Q.12  社会福祉士所持者に対する資格手当がある場合、その月額 

Q.13  社会福祉士の取得支援のうち、社会福祉士養成校との協力による取り組みの状況 

Q.14  今後、職員への社会福祉士取得支援を行っていく際、社会福祉士養成校に期待・希望すること 

Q.15  ソ教連や他団体が実施している国家試験受験対策教材等への利用意向 

Q.16  社会福祉士取得を目指す職員に対するソ教連「受験者応援用ＳＮＳ（LINE）」の登録・利用勧奨意向 

Q.17  社会福祉士国家試験受験資格を保有する職員（未受験、不合格者）の人数 

Q.18  職員の資質向上に向けた学習機会の確保（社会福祉士資格に限定しない）に関する法人の方針 

 

（３）調査期間・回答数（受付数） 

① 調査期間 ： 2023 年 9 月 5 日～2023 年 10 月 16 日 

② 回答数：1,168 件 

 

（４）調査結果 （設問別集計結果） 

Q.1  所属法人種別（N=1168） 

回答者の所属する法人種別については「社会福祉協議会以外の社会福祉法人」が 807 件（69.1％）であ

り、残りの 3 割が「社会福祉協議会」であった。 

 

 
 

Q.2  2023 年度「法人単位資金収支計算書」における「事業活動収入計」の金額（N=1117） 

法人単位資金収支計算書における「事業活動収入計（2023 年度）」では「4 億円～10 億円未満」とする回

答が最も多く 290 件（26.0％）、次いで「1 億円～2 億円未満」の 216 件（19.3％）となっていた。特定規模の

法人からの回答が集中しているわけではなく、様々な規模の法人から回答を得ることができた。 

 

 
 

  

度数 %

社会福祉協議会以外の社会福祉法人 807 69. 1%

社会福祉協議会 361 30. 9%

合計 1168 100. 0%

0 200 400 600 800 1000

度数 %

１ 億円未満 198 17. 7%

１ 億円～２ 億円未満 216 19. 3%

２ 億円～３ 億円未満 134 12. 0%

３ 億円～４ 億円未満 121 10. 8%

４ 億円～１ ０ 億円未満 290 26. 0%

１ ０ 億円～ 158 14. 1%

合計 1117 100. 0%

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300
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Q.3  法人全雇用者数における正規・非正規職員の人数（令和５年４月１日現在） 

法人全雇用者数における正規職員の人数は「21 人以上 50 人以下」が最も多く 323 件（30.0％）、次いで

「51 人以上 100 人以下」が 217 件（20.1％）、「10 人以下」が 201 件（18.6％）の順となっていた。また、非正

規職員の人数では「21人以上50人以下」が最も多く328件（30.6％）、次いで「10人以下」が244件（22.8％）

であった。正規・非正規職員数を合算して総職員数をみたところ「51 人以上 100 人以下」の規模の法人が最

も多く 281 件（26.3％）であった。 

 

正規雇用（N=1078） 

 
 

非正規雇用（N=1071） 

 
 

正規雇用・非正規雇用合算（N=1069） 

 
 

  

度数 %

10人以下 201 18. 6%

11人以上20人以下 172 16. 0%

21人以上50人以下 323 30. 0%

51人以上100人以下 217 20. 1%

101人以上200人以下 100 9. 3%

201人以上500人以下 56 5. 2%

501人以上 9 0. 8%

合計 1078 100. 0%

0 50 100 150 200 250 300 350

度数 %

10人以下 244 22. 8%

11人以上20人以下 180 16. 8%

21人以上50人以下 328 30. 6%

51人以上100人以下 172 16. 1%

101人以上200人以下 100 9. 3%

201人以上500人以下 39 3. 6%

501人以上 8 0. 7%

合計 1071 100. 0%

0 50 100 150 200 250 300 350

度数 %

10人以下 54 5. 1%

11人以上20人以下 97 9. 1%

21人以上50人以下 275 25. 7%

51人以上100人以下 281 26. 3%

101人以上200人以下 205 19. 2%

201人以上500人以下 126 11. 8%

501人以上1000人以下 20 1. 9%

1000人以上 11 1. 0%

合計 1069 100. 0%

0 50 100 150 200 250 300 350
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Q.4  法人本部が所在する都道府県（N=1123） 

法人が所在している都道府県では「北海道」が最も多く 86 件（7.7％）、次いで「東京都」の 67 件（6.0％）と

なっていた。今回のデータでは全ての都道府県から回答を得ることができた。 

 
 

  

度数 %
北海道 86 7.7
青森県 23 2.0
岩手県 25 2.2
宮城県 18 1.6
秋田県 14 1.2
山形県 14 1.2
福島県 18 1.6
茨城県 23 2.0
栃木県 24 2.1
群馬県 25 2.2
埼玉県 33 2.9
千葉県 37 3.3
東京都 67 6.0
神奈川県 44 3.9
新潟県 25 2.2
富山県 5 0.4
石川県 10 0.9
福井県 9 0.8
山梨県 11 1.0
長野県 30 2.7
岐阜県 18 1.6
静岡県 34 3.0
愛知県 47 4.2
三重県 19 1.7
滋賀県 13 1.2
京都府 26 2.3
大阪府 54 4.8
兵庫県 37 3.3
奈良県 15 1.3
和歌山県 9 0.8
鳥取県 3 0.3
島根県 14 1.2
岡山県 18 1.6
広島県 31 2.8
山口県 14 1.2
徳島県 9 0.8
香川県 7 0.6
愛媛県 19 1.7
高知県 14 1.2
福岡県 46 4.1
佐賀県 11 1.0
長崎県 21 1.9
熊本県 34 3.0
大分県 16 1.4
宮崎県 14 1.2
鹿児島県 19 1.7
沖縄県 20 1.8
合計 1123 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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Q.5  活動での応募要件における社会福祉士の位置づけ（N=1078,MA） 

採用活動の中で社会福祉士所持を「必須」の応募要件とした募集の経験がある法人は 272 件（25.2％）で

あり、残りの 75％は社会福祉士所持を必須とする応募をした経験が無いことが明らかとなった。また、社会福

祉士を応募要件に設定した募集をしたことがないとする法人は 398 件（36.9％）であった。 

 

 
 

Q.6  2022 年度と 2023 年度を通した社会福祉士所持者、社会福祉士国家試験受験資格所持者（国家試験不

合格者）の採用実績 

過去 2 年間の社会福祉士所持者の採用については 467 件（43.4％）が「採用あり」と回答していた。一方

で社会福祉士国家試験受験資格所持者（国家試験不合格者）については「採用あり」が 239 件（23.5％）に

留まり、「わからない」とする回答が 1 割程度あった。 

 

 
 

Q.7  社会福祉士の雇用と職務の状況（令和５年４月１日現在）（N=1082） 

雇用している社会福祉士について、社会福祉士として職務（相談援助業務）に就かせている法人は 590

件（54.5％）であった。他方で、社会福祉士を所持している職員を雇用しているものの、社会福祉士としての

職務に就かせているわけではないとする回答も 352 件（32.5％）みられた。 

 

 
 

  

度数 %

社会福祉士所持を「必須」の応募要件とする募集をしたことが

ある
272 25. 2%

社会福祉士を所持していれば「より望ましい」とする応募要件

で募集をしたことがある
432 40. 1%

社会福祉士所持を応募要件の「１つの選択肢（他の要件で代替

可能）」として設定した募集をしたことがある
308 28. 6%

社会福祉士を応募要件に設定した募集をしたことはない 398 36. 9%

0 100 200 300 400 500

採用あり 採用なし
わから な

い
合計

社会福祉士所持者 467 585 25 1077

社会福祉士国家試験受験資格所持者

（国家試験未合格者）
239 637 141 1017

43.4

23.5

54.3

62.6 13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

度数 %

社会福祉士を所持している職員を雇用し、社会福祉士として職

務（相談援助業務）に就かせている
590 54. 5%

社会福祉士を所持している職員を雇用しているが、社会福祉士

としての職務に就かせているわけではない
352 32. 5%

社会福祉士を所持している職員は雇用していない 134 12. 4%

社会福祉士を所持しているかしていないか把握していないため

分からない
6 0. 6%

0 100 200 300 400 500 600
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Q.8  法人において採用・配置している社会福祉士に期待すること 

法人が採用・配置している社会福祉士に期待することについて内容ごとにたずねたところ、個別支援や連

携・協働体制の構築、地域支援については 6 割以上の法人が「期待している」と回答していた。中でも「利用

者・家族への個別支援」については 777 件（73.4％）と、高い期待度がうかがえた。他方で、「事業所・施設・

法人の経営・運営」については「期待している」が 410 件（38.9％）と、他の内容に比べて期待する度合いは

低調であった。 

 

 
 

Q.9  職員への社会福祉士取得に対する推奨意向 

国家試験受験資格保有者に対して国家試験の受験および合格を「推奨している」とする法人は 476 件

（44.9％）であり、「少しは推奨している」の 239 件（22.6％）と合わせると 7 割近くの法人が受験・合格を推奨

していることがわかる。他方で、「推奨も否定もしていない」についても 297 件（28.0％）あり、法人間の推奨度

合いにも差があることが見て取れる。「受験資格取得に向けた養成課程への入学」については「推奨してい

る」「少しは推奨している」を合わせた数と同程度に「推奨も否定もしていない」という意向が示されていた。 

 

 
 

Q.10 社会福祉士取得に向けた法人での取り組み（支援）状況 

資格取得に向けた法人での取り組みについてたずねたところ、取り組み内容については「実施していない」

とする回答が多く、特に「施設・事業所内での国家試験受験のための勉強会の開催」については「実施して

いない」が 939 件（93.2％）であり、大半の法人で実施されていない傾向が示された。法人の取り組みとして

最も採用されていた内容としては「国家試験当日や受験勉強機関の業務調整」の 272 件（27.0％）であり、国

家試験合格時の奨励金支給を行っている法人も「実施している」と「一部実施している」を合わせると 2 割以

上存在した。 

 

期待し て

いる

少し は

期待し て

いる

期待し て

いない

社会福祉士を

雇用・ 配置

し ていない

合計

利用者・家族への個別援助 777 115 23 144 1059

事業所・施設内の連携・協働体制

の構築・向上
646 228 37 144 1055

地域福祉推進に向けた地域支援

（地域貢献活動等含む）
664 207 43 139 1053

事業所・施設・法人の経営・運営 410 361 105 177 1053

73.4

61.2

63.1

38.9

10.9

21.6

19.7

34.3 10

13.6

13.6

13.2

16.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

推奨し て

いる

少し は

推奨し て

いる

推奨も

否定も し て

いない

否定的

である
合計

国家試験保有者の試験受験・合格 476 239 297 0 1012

受験資格取得に向けた養成課程へ

の入学
286 231 486 1 1004

44.9

27.1

22.6

21.9

28

46.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施し て

いる

一部実施

し ている

実施し て

いない
合計

施設・ 事業所内での国家試験受験のた

めの勉強会の開催
25 43 939 1007

国家試験当日や受験勉強期間の業務調

整（ ノ ー残業、 有給取得支援など）
272 207 529 1008

国家試験の参考書購入・ 模擬試験

受験・ 対策講座受講等の費用補助
92 117 798 1007

養成課程進学の学費・ 教材費

・ 交通費等の補助
120 134 756 1010

国家試験合格時の奨励金支給 162 79 767 1008

27.0

9.1

11.9

16.1

20.5

11.6

13.3

7.8

93.2

52.5

79.2

74.9

76.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Q.11 社会福祉士所持者に対する資格手当（N=1003） 

社会福祉士所持者に対する資格手当については、「資格手当はない」とする回答が 452 件（45.1％）と半

数近くが資格手当を設けていなかった。 

 
 

Q.12 社会福祉士所持者に対する資格手当がある場合の月額（N=492） 

社会福祉士所持者に対する資格手当がある場合の月額をみると、「5,000 円以下」が最も多く 192 件

（39.0％）であり、次いで「5,001 円以上 10,000 円以下」の 174 件（35.4％）であった。また、具体的な金額とし

て明示できないものの「給与規定に基づく昇給制度」を設けている法人や、職務や雇用形態に応じて幅を持

たせた手当制度を設けている法人も複数みられた。 

 
 

➡固定の手当額以外の回答                   ※明らかな誤字脱字以外は回答者が入力したまま記載した 

2,000 円～4,000 円 

2,000 円～10,000 円 

2,500 円～10,000 円（介護処遇改善・特定加算を充当） 

3,000 円～5,000 円 

3,000 円～6,000 円 

8,000 円～10,000 円 

8,000 円～16,000 円 

5,000 円～15,000 円 

10,000 円 or20,000 円 

25,000 円～50,000 円 

特定職務常勤 14,000 円 特定職務非常勤 8,000 円 所持のみ常勤 3,000 円 所持のみ非常勤 1,000 円 

勤続年数によって変動あり 最高額は 26,000 円 

給与規程による 2 号給昇給 

昇給時 2 号給昇給 

俸給表 2 号アップ 

資格手当はないが、取得した場合に特別昇給あり 

手当ではなく基本給のベースアップをしている 

手当ではなく、資格取得時に昇給する制度がある 

資格手当は無いが、昇給制度がある。 

資格取得後、昇給 

資格手当は無いが、昇給制度がある。 

社会福祉士を取得すると２年分の定期昇給になる 

資格がある人には俸給表の等級が４号俸上がる 

入職時の基本給アップによる また、在職中の資格取得時も基本給アップ 

基本給の 10％ 

基本給の一定割合 

度数 %

社会福祉士所持者全員（職務に関わらず）に

資格手当を支給している
368 36. 7%

社会福祉士所持者のうち特定職務に就いている者

に資格手当を支給している
183 18. 2%

社会福祉士所持者に対する資格手当はない 452 45. 1%

合計 1003 100. 0%

0 100 200 300 400 500

度数 %

5, 000円以下 192 39. 0%

5, 001円以上10, 000円以下 174 35. 4%

10001円以上20, 000円以下 94 19. 1%

20, 001円以上 32 6. 5%

合計 492 100. 0%

0 50 100 150 200
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キャリアパスの格付けに反映 

資格取得後１回のみ 

資格手当はないが、有資格者の給与表がある。 

基本給に組み入れている 

職務手当 

役職手当に 5,000 円加算 

職務により異なるが 10,000 または 5,000 

主となる資格手当に 500～1,000 を加算。 

相談業務従事 10,000 その他の業務従事 5,000 

 

Q.13 職員への社会福祉士取得支援のうち社会福祉士養成校との協力による取り組み（N=1002,MA） 

社会福祉士養成校との協力・取り組みについて複数回答でたずねたところ、最も回答が多かった内容は

「社会福祉士養成校と協力して資格取得支援を行ったことはない」の 869 件（86.7％）であった。養成校教員

への個別依頼や正式に養成校と提携して資格取得支援を行っている法人もほとんど見られず、資格取得支

援において養成校との協力は行われていない現状が示された。 

 

 
 

Q.14 職員への社会福祉士取得支援を行っていく際、社会福祉士養成校に期待・希望すること（N=998,MA） 

社会福祉士養成校に期待・希望することについて複数回答でたずねたところ、最も回答が多かった内容

は「養成校で開催している講座・勉強への職員の参加（対面・オンライン含む）」の 436 件（43.7％）であった。

また、「特にない」とする回答が 461 件（46.2％）と 5 割近かった。 

 

 
 

  

度数 %

法人と社会福祉士養成校とで正式に提携して

資格取得支援を行ったことがある
27 2. 7%

社会福祉士養成校の教員に個別に依頼して

資格取得支援を行ったことがある
11 1. 1%

社会福祉士養成校と協力して資格取得支援を行っ

たことはない
869 86. 7%

わからない（把握していないを含む） 105 10. 5%

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

度数 %

養成校で開催している講座・勉強への職員の参加

（対面・オンライン含む）
436 43. 7%

養成校教員の派遣による法人内での講座・勉強会の

開催（対面・オンライン含む）
158 15. 8%

卒業校の教員（ゼミ教員等）による職員個人への合

格に向けたコーチング（個別指導）
89 8. 9%

養成校のもつ学習環境（図書館等）の職員の利用 118 11. 8%

特にない 461 46. 2%
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